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議案第３９号

　（総　則）

第１条　平成３０年度山武市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　（１）当年度末給水戸数 2,704 戸

　（２）年間総給水量 612,766 ｍ3

　（３）一日平均給水量 1,679 ｍ3

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収    入

　第１款　水道事業収益 436,381 千円

　　第１項　営業収益 134,110 千円

　　第２項　営業外収益 302,271 千円

支    出

　第１款　水道事業費用 377,164 千円

　　第１項　営業費用 318,708 千円

　　第２項　営業外費用 55,456 千円

    第３項  予備費 3,000 千円

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額252,650

　千円は、当年度分損益勘定留保資金で補てんするものとする。）

収    入

　第１款　資本的収入 6,156 千円

　　第１項　給水申込加入金 6,156 千円

平成３０年度山武市水道事業会計予算　（消費税込み表示）
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支    出

　第１款　資本的支出 252,650 千円

　　第１項　建設改良費 70,227 千円

　　第２項　企業債償還金 182,423 千円

第５条　債務負担行為をすることが出来る事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

限 度 額

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第６条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　（１）消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の間の流用。

　（議会の議決を経なければ流用することができない経費）

第７条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費

　の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　（１）職員給与費 57,096 千円

　（他会計からの補助金）

第８条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりである。

　（１）高料金対策補助金124,599千円は、減価償却費及び企業債利息の支払いに使用するものとする。

　（２）経営戦略策定に要する経費1,944千円は、山武市水道事業ビジョンを策定するための経費に使用するものとする。

　（３）児童手当360千円は、児童手当の給付に要する経費に使用するものとする。

　（たな卸資産購入限度額）

第９条　たな卸資産の購入限度額は、190千円と定める。

　　平成３０年２月２１日提出

山武市長　　椎　名　　千　収

期　　間事　　　　項

　水道管埋設敷地借上料
平成30年度から
平成32年度まで

　　　　　24千円
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収　　入

款 項 目 予 定 額

1.水道事業収益 436,381

1.営業収益 134,110

1.給水収益 133,309 水道料金収入

2.その他営業収益 801 給水装置工事事業者指定手数料等

2.営業外収益 302,271

1.受取利息及び配当金 510 預金利息

2.他会計補助金 126,903 一般会計からの繰出金

3.補助金 97,888 市町村水道総合対策事業助成要網に基づく補助金

4.長期前受金戻入 76,902 長期前受金の戻入

5.雑収益 68 行政財産使用料等

支　　出

款 項 目 予 定 額

1.水道事業費用 377,164

1.営業費用 318,708

1.原水及び浄水費 32,422 取水、導水、浄水設備等の維持管理に要する費用

2.配水及び給水費 43,463 配水、給水設備等の維持管理に要する費用

3.総係費 47,403 事業全般に関する費用

4.減価償却費 195,419 固定資産の償却額

5.その他営業費用 1

（単位：千円）

（単位：千円）

平成３０年度山武市水道事業会計予算実施計画

　収益的収入及び支出

備　　　　　　　考

備　　　　　　　考
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2.営業外費用 55,456

1.支払利息及び企業債取扱諸費 50,455 企業債に対する利息

2.消費税及び地方消費税 5,000

3.雑支出 1

3.予備費 3,000

1.予備費 3,000
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収　　入

款 項 目 予 定 額

1.資本的収入 6,156

1.給水申込加入金 6,156

1.給水申込加入金 6,156 加入者給水申込加入金

支　　出

款 項 目 予 定 額

1.資本的支出 252,650

1.建設改良費 70,227

1.改良施設費 57,489 施設の改良のために要する経費

2.固定資産取得費 176 固定資産の取得に要する経費

3.改良事務費 12,562 改良工事に要する経費

2.企業債償還金 182,423

1.企業債償還金 182,423 企業債の償還

備　　　　　　　考

備　　　　　　　考

（単位：千円）

　資本的収入及び支出

（単位：千円）
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業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益 59,231,000

　減価償却費 195,419,000

　賞与引当金の増減額 100,232

　長期前受金戻入額 △ 76,902,000

　受取利息及び受取配当金 △ 510,000

　支払利息 50,455,000

　未収金の増減額 △ 13,036

  貯蔵品の増減額 500,000

　未払金の増減額 △ 1,966,526

　小計 226,313,670

　利息及び配当金の受取額 510,000

　利息の支払額 △ 50,455,000

　業務活動によるキャッシュ・フロー 176,368,670

投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 △ 65,902,926

　給水申込加入金による収入 5,700,000

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 60,202,926

財務活動によるキャッシュ・フロー

　建設改良等の企業債償還による支出 △ 182,423,000

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 182,423,000

資金減少額 66,257,256

資金期首残高 1,421,950,364

資金期末残高 1,355,693,108

平成３０年度山武市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（平成30年4月1日から平成31年3月31日まで）
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　１　総　括

特別職
（人）

一般職
（人）

報　酬 給　料 賃　金 職員手当 計

0 5 20,833 13,283 34,116 11,286

0 1 5,212 3,569 8,781 2,913

0 6 26,045 16,852 42,897 14,199

0 5 20,830 12,219 33,049 11,104

0 1 5,198 3,534 8,732 2,881

0 6 26,028 15,753 41,781 13,985

0 0 3 1,064 1,067 182

0 0 14 35 49 32

0 0 17 1,099 1,116 214

区　分 扶養手当 地域手当 通勤手当
時 間 外
勤務手当

休    日
勤務手当

管理職手当
管理職員特
別勤務手当

住居手当 期末手当 勤勉手当

本年度 1,692 857 554 1,100 10 924 18 648 6,671 4,378

前年度 1,530 856 548 1,077 10 924 18 0 6,659 4,131

比　較 162 1 6 23 0 0 0 648 12 247

給　　与　　費　　明　　細　　書

（単位：千円）

区　　　　　　分

職　　員　　数 給　　　与　　　費

法定福利費 合　　計

本
年
度

損益勘定支弁職員 45,402

資本勘定支弁職員 11,694

合　　　　　　計 57,096

前
年
度

損益勘定支弁職員 44,153

資本勘定支弁職員 11,613

合　　　　　　計 55,766

手当の内訳

比
　
較

損益勘定支弁職員 1,249

資本勘定支弁職員 81

合　　　　　　計 1,330

（単位：千円）
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　２　給料及び手当の増減額の明細

区　分
増減額

　（千円）
備　　　考

給与改定に伴う増減分 20 給与改定による増 20

昇給に伴う増加分 195 昇給による増 195
平均昇給率　1.13％

その他の増減分 △ 198
他会計との異動に
よる減

△ 198

制度改正に伴う増減分 299 制度改正による増 299
扶養手当、地域手当、期末手当
勤勉手当

その他の増減分 800
他会計との異動に
よる増

800

増減事由別内訳

                      （千円）

説　　明

                      （千円）

給　料 17

1,099手　当
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　３　給料及び手当の状況

　　（１）職員１人当たりの給与

一般行政職

平均給料月額（円） 356,200

平均給与月額（円） 408,150

      平 均 年 齢 47歳5月

平均給料月額（円） 362,080

平均給与月額（円） 415,401

      平 均 年 齢 48歳6月

　　（２）初任給

区　　分 一般行政職（円）
一般会計の制度

　一般行政職（円）

高　校　卒 151,500 151,500

短　大　卒 165,700 165,700

大　学　卒 185,800 185,800

平成３０年１月１日現在

平成２９年１月１日現在

区　　　　　　　分
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　　（３）級別職員数

級

７級 1 16.7

６級 1 16.7

５級 0 0.0

４級 4 66.6

３級 0 0.0

２級 0 0.0

１級 0 0.0

計 6 100.0

７級 1 20.0

６級 1 20.0

５級 0 0.0

４級 3 60.0

３級 0 0.0

２級 0 0.0

１級 0 0.0

計 5 100.0

（級別の標準的な職務内容）

区　分 ７　級 ６　級 ５　級 ４　級 ３　級 ２　級 １　級

課　長 課長補佐 係　長 主査補 主任主事 主　事 主事補

主　幹 副主幹 主　査 主任技師 主任技師 技　師 技師補
一般行政職

一　般　行　政　職
区　　分

平成３０年１月１日現在

平成２９年１月１日現在

構成比（％）職員数（人）
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　　（４）昇給

合　　　計 一般行政職

6 6

5 5

１　号　給　（人） 1 1

２　号　給　（人）

３　号　給　（人）

４　号　給　（人） 4 4

83.33 83.33

6 6

6 6

１　号　給　（人） 1 1

２　号　給　（人）

３　号　給　（人） 1 1

４　号　給　（人） 4 4

100.00 100.00

号級数別内訳

区　　　　分

号級数別内訳

職　員　数　　　           　　（Ａ）（人）

昇給に係る職員数　　           （Ｂ）（人）

比　　率　　　　　　（Ｂ）／（Ａ）　（％）

前
　
年
　
度

比　　率　　　　　　（Ｂ）／（Ａ）　（％）

本
　
年
　
度

職　員　数    　               （Ａ）（人）

昇給に係る職員数　       　    （Ｂ）（人）
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　　（５）特殊勤務手当

　　（６）期末手当・勤勉手当

６月（月分） １２月（月分）

本　　年　　度 2.125 2.275 4.40

前　　年　　度 2.075 2.225 4.30

一般会計の制度 2.125 2.275 4.40

一般行政職全　　職　　種

有

区　　　　　　分

給料総額に対する比率（％）

支給対象職員の比率（％）
（平成３０年１月１日現在）

支給対象職員１人当たり平均支給月額（円）

代表的な特殊勤務手当の名称

区　　分
職制上の段階、職務の級等による加算

措置
支給率計
（月分）

支給期別支給率

有

備 考

有

-302-



　　（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

（月分） （月分） （月分） （月分）

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

一般会計の制度 24.586875 33.27075 47.709 47.709

（支給率等）

　　（８）地域手当

　　（９）その他の手当

区　　分 その他の加算措置等 備　考

同

差異の内容

管 理 職 手 当

一般会計の制度との異同

同

同

同

千葉県市町村総合事
務組合による共同処
理

千葉県市町村総合事
務組合による共同処
理

区　　　分

扶　養　手　当

住　居　手　当

通　勤　手　当

定年時早期退職特例
措置
（2～20％加算）

定年時早期退職特例
措置
（2～20％加算）

支 給 対 象 地 域 全　　地　　域

支　給　率 （％） 3

支給対象職員（人） 6

国の制度（支給率）％ 3
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期　間 金　額 期　間 金　額
損益勘定
留保資金

千円 千円 千円 千円

水道管埋設敷地借上料 24
平成30年度から
平成32年度まで

24 24

前年度末までの支払
義務発生 (見込) 額

当該年度以降の支
払義務発生予定額

事　　　　　　　項 限 度 額

左の財源内訳

債務負担行為に関する調書
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(単位:円)

1   営業収益

　(1) 給水収益 122,903,000

　(2) その他営業収益 801,000 123,704,000

2   営業費用

　(1) 原水及び浄水費 26,803,000

　(2) 配水及び給水費 37,076,000

　(3) 総係費 40,602,000

　(4) 減価償却費 245,534,000

　(5) その他営業費用 1,000 350,016,000

　　　営業損失 226,312,000

3   営業外収益

　(1) 受取利息及び配当金 510,000

　(2) 他会計補助金 124,134,000

　(3) 補助金 92,432,000

　(4) 長期前受金戻入 96,958,000

　(5) 雑収益 63,000 314,097,000

4   営業外費用

　(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 53,826,000

　(2) 消費税及び地方消費税 1,298,000

　(3) 雑支出 1,000 55,125,000 258,972,000

　　　経常利益 32,660,000

　　　当年度純利益 32,660,000

　　　前年度繰越利益剰余金 0

　　　当年度未処分利益剰余金 32,660,000

平成２９年度山武市水道事業予定損益計算書

（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）
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（単位：円）

1  固定資産
　(1)  有形固定資産
　　イ  建物 449,842,858
　　　　減価償却累計額 △ 208,015,161 241,827,697
　　ロ  構築物 6,770,189,382
　　　　減価償却累計額 △ 2,158,881,403 4,611,307,979
　　ハ  機械及び装置 1,780,807,912
　　　　減価償却累計額 △ 1,530,509,926 250,297,986
　　ニ  車両運搬具 6,096,015
　　　　減価償却累計額 △ 5,283,463 812,552
　　ホ  工具・器具及び備品 17,393,892
　　　　減価償却累計額 △ 11,870,895 5,522,997
　　ヘ  建設仮勘定 892,688
　　　　有形固定資産合計 5,110,661,899
　(2)  無形固定資産
　　イ  施設利用権 206,900
　　　　無形固定資産合計 206,900
　(3)  投資その他の資産
　　イ  出資金 1,785,000
　　　　投資その他の資産合計 1,785,000
　　　　固定資産合計 5,112,653,799
2  流動資産
　(1)  現金・預金 1,421,950,364
　(2)  未収金 10,625,760
　　　　貸倒引当金 △ 746,168 9,879,592
　(3)  貯蔵品 1,997,299
　　　　流動資産合計 1,433,827,255
    資　産　合　計 6,546,481,054

平成２９年度山武市水道事業予定貸借対照表
（平成30年3月31日）

資　産　の　部
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3  固定負債
　(1)  企業債
　　イ　建設改良に要する企業債 2,548,930,199
　　　　企業債合計 2,548,930,199
　　　　固定負債合計 2,548,930,199
4  流動負債
　(1)  企業債
　　イ　建設改良に要する企業債 182,422,039
　　　　企業債合計 182,422,039
　(2)  未払金 23,086,079
　(3)  引当金
　　イ　賞与引当金 4,183,688
　　　　引当金合計 4,183,688
　(4)  その他流動負債 3,000,000
　　　　流動負債合計 212,691,806
5  繰延収益
　(1)  長期前受金 3,698,808,568
　　　　収益化累計額 △ 1,642,475,249
　　　　繰延収益合計 2,056,333,319
    負　債　合　計 4,817,955,324

6  資本金
　(1)  資本金
　　イ  出資金 709,589,396
　　ロ  組入資本金 476,045,362
　　　　資本金合計 1,185,634,758
　　　　資本金合計 1,185,634,758
7  剰余金
　(1)  資本剰余金
　　イ  給水申込加入金 508,390,972
　　ロ  その他資本剰余金 1,840,000
　　　　資本剰余金合計 510,230,972
　(2)  利益剰余金
　　イ  当年度未処分利益剰余金 32,660,000
　　　　利益剰余金合計 32,660,000
　　　　剰余金合計 542,890,972
    資　本　合　計 1,728,525,730
    負　債　資　本　合　計 6,546,481,054

資　本　の　部

負　債　の　部
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（単位：円）

1  固定資産
　(1)  有形固定資産
　　イ  建物 449,842,858
　　　　減価償却累計額 △ 212,726,092 237,116,766
　　ロ  構築物 6,778,076,622
　　　　減価償却累計額 △ 2,306,818,991 4,471,257,631
　　ハ  機械及び装置 1,838,823,598
　　　　減価償却累計額 △ 1,570,571,905 268,251,693
　　ニ  車両運搬具 6,096,015
　　　　減価償却累計額 △ 5,511,951 584,064
　　ホ  工具・器具及び備品 17,393,892
　　　　減価償却累計額 △ 14,350,909 3,042,983
　　ヘ  建設仮勘定 919,469
　　　　有形固定資産合計 4,981,172,606
　(2)  無形固定資産
　　イ  施設利用権 206,900
　　　　無形固定資産合計 206,900
　(3)  投資その他の資産
　　イ  出資金 1,785,000
　　　　投資その他の資産合計 1,785,000
　　　　固定資産合計 4,983,164,580
2  流動資産
　(1)  現金・預金 1,355,693,108
　(2)  未収金 10,485,669
　　　　貸倒引当金 △ 593,041 9,892,628
　(3)  貯蔵品 1,497,225
　　　　流動資産合計 1,367,082,961
    資　産　合　計 6,350,247,541

平成３０年度山武市水道事業予定貸借対照表
（平成31年3月31日）

資　産　の　部
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3  固定負債
　(1)  企業債
　　イ　建設改良に要する企業債 2,363,071,900
　　　　企業債合計 2,363,071,900
　　　　固定負債合計 2,363,071,900
4  流動負債
　(1)  企業債
　　イ　建設改良に要する企業債 185,857,338
　　　　企業債合計 185,857,338
　(2)  未払金 21,119,553
　(3)  引当金
　　イ　賞与引当金 4,310,701
　　　　引当金合計 4,310,701
　(4)  その他流動負債 3,000,000
　　　　流動負債合計 214,287,592
5  繰延収益
　(1)  長期前受金 3,698,808,568
収益化累計額 △ 1,719,377,249
　　　　繰延収益合計 1,979,431,319
    負　債　合　計 4,556,790,811

6  資本金
　(1)  資本金
　　イ  出資金 709,589,396
　　ロ  組入資本金 508,705,362
　　　　資本金合計 1,218,294,758
　　　　資本金合計 1,218,294,758
7  剰余金
　(1)  資本剰余金
　　イ  給水申込加入金 514,090,972
　　ロ  その他資本剰余金 1,840,000
　　　　資本剰余金合計 515,930,972
　(2)  利益剰余金
　　イ  当年度未処分利益剰余金 59,231,000
　　　　利益剰余金合計 59,231,000
　　　　剰余金合計 575,161,972
    資　本　合　計 1,793,456,730
    負　債　資　本　合　計 6,350,247,541

資　本　の　部

負　債　の　部
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注記

　Ⅰ．重要な会計方針

　　　平成２６年度より、改正後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

　　１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　貯蔵品　　先入先出法による原価法

　　２　固定資産の減価償却の方法

　　　（１）有形固定資産

　　 　　・減価償却の方法　　定額法による

　　　 　・主な耐用年数

　　　 　　建物　　　　　　　１５～６５年

　　　 　　構築物　　　　　　１５～６０年

　　  　　 機械及び装置　　　　８～１５年

　　　　　 工具器具及び備品　　５～２０年

　　３　引当金の計上方法

　　　（１）賞与引当金

      　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度負担に属する額を計上している。

　　　（２）貸倒引当金

      　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

　　　　　能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

　　　（３）退職給付引当金

      　　　本市は千葉県市町村総合事務組合に加入し退職手当の支給を共同処理している。水道事業会計は一般会計を通じて当該組合に掛金を拠

　　　　　出しているが、一般会計との取り決めにより、水道事業会計が一般会計に対して負担金を拠出して以降の追加的負担は全額一般会計にお

　　　　　いて措置することとなっているため水道事業会計においては退職給付引当金を計上せず、拠出時に費用処理を行っている。

　　４　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

　　　賞与引当金の取崩し

　　　　平成３０年度において期末手当、勤勉手当及び期末勤勉手当に係る法定福利費として12,997,208円を支給することとなったため、賞与引当

　　　金4,199,181円を取り崩した。
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収　　入

款 項 目 節 予定額

1.水道事業収益 436,381

1.営業収益 134,110

 1.給水収益 133,309

1.水道料金 133,309 契約予定件数　2,704件

 2.その他営業収益 801

1.手数料 200 給水装置工事事業者指定手数料

給水装置工事設計審査及び検査手数料

2.他会計負担金 600 消火栓維持管理費負担金

3.雑収益 1

2.営業外収益 302,271

 1.受取利息及び配当金 510

1.預金利息 510 預金利息

 2.他会計補助金 126,903

1.他会計補助金 126,903 一般会計からの繰出金

 3.補助金 97,888

1.補助金 97,888 市町村水道総合対策事業助成要網に基づく補助金

 4.長期前受金戻入 76,902

1.長期前受金戻入 76,902 長期前受金の戻入

 5.雑収益 68

1.その他雑収益 68 行政財産使用料、電気使用料等

支　　出

款 項 目 節 予定額

1.水道事業費用 377,164

1.営業費用 318,708

 1.原水及び浄水費 32,422

1.給料 3,996 職名1名分

2.手当等 2,243 職員諸手当

3.賞与引当金繰入額 651 引当金への繰入

4.法定福利費 2,121 市町村職員共済組合負担金等

平成３０年度山武市水道事業会計予算積算内訳

収益的収入及び支出

備　　　　　　　考

（単位：千円）

（単位：千円）

備　　　　　　　考
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5.旅費 11 職員旅費

6.被服費 21 被服購入費

7.備消品費 121 備消品費

8.燃料費 26 自動車燃料費

9.委託料 11,919 水質検査業務委託料

薬品注入設備及び水質計器定期点検業務委託料等

10.手数料 47 高圧絶縁保護具耐電圧試験手数料

11.賃借料 431 テレメータ専用回線使用料等

12.修繕費 3,000 浄水施設修繕等

13.動力費 6,183 取水井電気代等

14.薬品費 1,636 次亜塩素酸ナトリウム等

15.保険料 16 自動車保険料

 2.配水及び給水費 43,463

1.給料 4,089 職員1名分

2.手当等 2,053 職員諸手当

3.賞与引当金繰入額 676 引当金への繰入

4.法定福利費 2,150 市町村職員共済組合負担金等

5.旅費 26 職員旅費

6.被服費 21 被服購入費

7.備消品費 132 備消品費

8.燃料費 47 自動車燃料費

9.委託料 15,725 電気計装設備保守点検業務委託料等

10.賃借料 11 土地賃借料等

11.修繕費 10,719 配水施設修繕等

12.動力費 7,146 浄水場電気代等

13.薬品費 41 水質試験用試薬品

14.材料費 500 維持修繕に要す諸材料費

15.保険料 82 自動車保険料

16.公課費 45 重量税等

 3.総係費 47,403

1.給料 12,748 職員3名分

2.手当等 6,487 職員諸手当

3.賞与引当金繰入額 2,062 引当金への繰入

4.報酬 116 運営審議会委員報酬
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5.法定福利費 6,486 市町村職員共済組合負担金等

6.旅費 119 職員旅費

7.被服費 67 被服購入費

8.備消品費 339 備消品費

9.燃料費 52 自動車燃料費

10.光熱水費 29 ガス代

11.印刷製本費 405 納入通知書等印刷費

12.通信運搬費 929 電話、郵便料金等

13.委託料 13,244 水道料金・公営企業会計システム保守点検委託料

水道メーター検針委託料等

14.手数料 545 水道料金口座振替支払手数料

水道料金コンビニ収納情報取扱手数料等

15.賃借料 2,909 水道料金システム・公営企業会計システム賃借料

複写機使用料等

16.修繕費 50 維持修繕費

17.研修費 361 職員研修費

18.食糧費 3 運営審議会飲み物代

19.会費負担金 78 日本水道協会会費負担金等

20.保険料 275 自動車保険料、建物共済保険料等

21.貸倒引当金繰入額 99 水道料金貸倒引当金の繰入

 4.減価償却費 195,419

1.有形固定資産減価償却費 195,419 建物、構築物、機械等の償却額

 5.その他営業費用 1

1.雑支出 1

2.営業外費用 55,456

 1.支払利息及び 50,455

　企業債取扱諸費 1.企業債利息 50,455 企業債に対する利息

 2.消費税及び地方消費税 5,000

1.消費税及び地方消費税 5,000

 3.雑支出 1

1.その他雑支出 1

3.予備費 3,000

 1.予備費 3,000

1.予備費 3,000
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収　　入

款 項 目 節 予 定 額 備　　　考

１．資本的収入 6,156

１．給水申込加入金 6,156

１．給水申込加入金 6,156 加入者給水申込加入金

支　　出

款 項 目 節 予定額

1.資本的支出 252,650

1.建設改良費 70,227

 1.改良施設費 57,489

1.工事請負費 57,489 電気設備、機械設備等改良工事等

 2.固定資産取得費 176

1.機械及び装置取得費 176 量水器等

 3.改良事務費 12,562

1.給料 5,212 職員1名分

2.手当等 3,569 職員諸手当

3.法定福利費 2,913 市町村職員共済組合負担金等

4.旅費 14 職員旅費

5.被服費 21 被服購入費

6.備消品費 120 備消品費

7.委託料 182 設計積算システム保守委託料

8.賃借料 531 設計積算システム使用料

2.企業債償還金 182,423

 1.企業債償還金 182,423

1.企業債償還金 182,423 企業積の償還

備　　　　　　　考

（単位：千円）

（単位：千円）

資本的収入及び支出
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